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　昨年 12 月号では、教育に関わる大きな文脈として、昨
年９月に創設されたデジタル庁と教育について紹介しました。
今回は、その具体的な例として、GIGA スクール構想に関
する教育関係者へのアンケートについて説明します。なお、
本文中の下線は筆者による追加であるとともに、本文の内
容は、執筆者の個人としての見解を一部含んでいます。

1 アンケートの概要

（１）実施の経緯
　GIGA スクール構想によるデジタルを活用した個別最適
な学びと協働的な学びの実現に向けては、文科省が実施す
る「GIGA StuDX 推進チーム」の取組等の様々な機会を
通じて、教育現場における導入状況や他地域への模範とな
る先進事例をはじめとした様々な現場の声を全国からいただ
いているところです。
　一方、政府全体としても、昨年 12 月号で紹介したとおり、
昨年５月 12 日にデジタル改革関連法が成立し、同年９月１日
のデジタル庁の創設を一つの画期として、社会全体のデジタ
ル化を本格的に進め、「誰一人取り残されない、人に優しいデ
ジタル化」を目指すべく、準備が進められているところでした。
　デジタル庁においては、行政分野をはじめとした国民への
サービスの抜本的な改善に向け、国や地方自治体の情報シ
ステムの刷新にとどまらず、生活に密接に関連しているため
国民から期待が高い健康・医療・介護分野や教育分野につ
いて、官民連携したデジタル化を進めるべく、関係府省と
連携して、データの標準化や必要なシステムの構築を進め
ることとしています。
　そこで、まずは GIGA スクール構想で整備された一人
一台端末の効果的な活用に向け、端末やネットワーク環境、
デジタル教材や教育方法、学校現場におけるデジタル人材
といった様々な現場の課題を幅広く把握し、今後の政策の

検討・改善に向けた議論を関係府省で進めていくため、教
職員や児童生徒をはじめ、幅広く教育関係者の皆様からの
声を改めて募集させていただきたく、デジタル庁の前身であっ
た内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室において、文
科省とも調整の上、令和３年７月１日から７月 31 日にかけて、
アンケート調査（匿名回答）を実施しました。この場を借りて、
御多忙の中御協力いただいた多くの教育委員会や学校現場
の皆様に、改めて御礼申し上げます。

（２）アンケートの内容
　アンケートは、大きく分けて①こども用と②大人用の２種類
でした。このうち、①こども用については、学校種に加えて、
以下２つについて自由記述式で回答いただくシンプルな形式と
しました。このような形にしたのは、回答が誘導される可能
性のある選択式よりも、自由記述の方が教育の一番の当事者
であるこども達のより率直な声を聴くことができること、及び
このアンケートを通じて、子供達自身に、１人１台端末を使う
に当たっての課題や更なる活用のために大切なことについて、
自分の言葉で考える機会として欲しかったことからです。

７月

小中高生のみなさんへ、アンケートのおねがい

７月１日から７月３１日まで

・あなたがタブレットを学校などで使っていると
きに、困っていることはありますか。

・タブレットをもっと学校などで使うために、ど
んなことが大切だと思いますか。

※あなたや友だち、先生、学校の名前は書かないでね。

※意見は下のホームページに後で載るよ。

【アンケートはこちらから】

みなさんは学校で、勉強をするのにタブレットを使っ
ていると思います。国のデジタル庁では、みなさんが
タブレットを使うときに困っていることをなくしたい
と思っています。どんなことで困っているか、みなさ
んの意見を教えてください。

URL：https://www.digital.go.jp/posts/APzucCWQ
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（１）あなたがタブレットを学校などで使っているときに、困っ
ていることはありますか。

（２）タブレットをもっと学校などで使うために、どんなことが
大切だと思いますか。

　また、②大人用については、基本的な属性に加えて、以
下の３点について選択式及び自由記述式で回答いただきまし
た。
１．学習者について感じる課題 （例：操作など基本的な使い

方が分からない、学習以外の用途に利用してしまう、情
報モラルが不足している、ネットワーク環境が整っていな
い、家庭での学習に利用できるコンテンツがない）

２. 教職員について感じる課題 （例：教職員向けの ICT 環
境が整備されていない、操作など基本的な使い方が分
からない、担当教科での ICT の効果的な活用方法が分
からない、リテラシーの高い教員に業務負担が偏る）

３．学校その他の関係機関について感じる課題 （例：学校
全体の教育方針がデジタル化を推進していない、ネット
ワーク環境が整っていない、書類や調査のデジタル化が
進んでいない、ICT に精通した人材がいない、学習者
向け端末の持ち帰りについて抑制的に対応している）

　この他、１人１台端末の効果的な活用に向けて、教育現
場で工夫した事例や政策のアイデア、必要なサポートがあ
れば、自由記述式であわせて回答いただくこととしました。

2 民間事業者による分析の協力

　今回、アンケートの回答内容の分析に協力いただく事業
者を、令和３年７月 20 日から７月 27 日までの間、デジタル
庁（準備中（当時））ウェブサイトで民間から広く募集し、
結果、10 事業者から応募がありました。テキスト解析など
の技術を持つ事業者や教育関連の事業者などから応募いた
だいており、採択事業者は、内閣官房情報通信技術（ＩＴ）
総合戦略室による審査を行った結果、５事業者を採択しまし
た。
　このように、分析に協力する事業者を民間から広く募集し
たのは、デジタル庁では官民が共同して社会全体のデジタ
ル化を進めていくという基本的な理念に則り、結果を行政が
独占するのではなく、国がデータを提供し、テキスト解析な
どの技術を持つ事業者や教育関連の事業者などにも分析い
ただくという共同の試行的な取組であったからです。

　また、この取組は、デジタル庁における国民からの声を幅
広く聴くプロジェクトの一環として、分析事業者との協力の
在り方を模索する観点から、GIGA スクール構想の推進に
向けた分析にスピードとアジャイルで参画いただける形を模
索し、試験的に実施している側面もありました。
　こうしたことを総合的に勘案し、無償で募集したものです。
なお、本件は無償で調達をかけたものではありません。

3 アンケート結果
及び今後の施策の方向性

　総回答数約 26 万件と、本アンケートでいただいた多くの
御意見を関係省庁に共有するとともに、現場の声を踏まえ
た政策改善の新たな試みとして、アンケートの終了後から約
１ヶ月後、デジタル庁発足の２日後の令和３年９月３日に、主
な課題と施策の方向性、主な御意見への回答、学校現場
での工夫事例等を、関係省庁とともに取りまとめ、公表しま
した。また、関係大臣からの皆様に向けたメッセージも併せ
て公表しました。
　その取りまとめや、分析事業者による分析結果、また皆
様からいただいた回答一覧は、こちらの URL（ハイパーリ
ンク）から御覧になれます。

１．取りまとめのポイント
 ７月に実施したGIGAスクール構想に関する教育関係者へのアンケートでは、こども（児童生徒）から約21.7万
件、大人（教職員、保護者等）から約4.2万件と多数の意見をいただいた。今回、国がデータを提供し、AI等に
よるテキスト解析の技術を持つ事業者との共同プロジェクトとして分析を行うとともに、現場の声を踏まえた政策改
善の新たな試みとして、主な課題と施策の方向性、主な御意見への回答、学校現場での工夫事例を取りまとめ。

 教育のデジタル化の目的は、デジタルを手段として、加速度的に変化する社会の創り手となる子供達の可能性を
解き放ち、多様な子供達１人１人のニーズに合った教育を提供すること。また、現下の新型コロナウイルス感染症
の感染拡大の局面において、ICTを活用した遠隔・オンライン教育は、「非常時にあっても子供達の学びを止めな
い」ために極めて重要。

 今回のアンケートを受け、こうした関係大臣によるメッセージを教育関係者に発出するとともに、主な御意見とそれに
対する施策の方向性について、以下をはじめとして提示。

 他方、全ての課題が一斉に解決できるわけではなく、学校のネットワーク環境の改善や教職員端末の整備・更新
をはじめとした今後引き続き検討を深めるべき事項や、フィルタリングの制限など賛否両論のある事項も存在。
これらについては、引き続き関係省庁において検討するとともに、更なる推進が必要な事項については、年末までに
閣議決定する「新重点計画」に記載するなど、関係省庁が「ワンチーム」となって、教育関係者の皆様の声も聴き
ながら粘り強く検討を重ね、皆様からの真摯な声にしっかりと応えていきたい。

意見内容 施策の方向性
ネットワーク回線が遅い 不具合等に関する情報を収集・分析するとともに、その課題解決方法も含めて情報提供
持ち帰れない、使う授業が限られている 持ち帰りを含めた更なる利活用促進のためのガイドラインを可能な限り早期に策定
教科書をデジタル化してほしい デジタル教科書の更なる普及促進に向けた実証研究等を令和４年度概算要求
教職員のICT活用のサポートが必要 学校現場への組織的・安定的な支援体制を整備するための経費を令和４年度概算要求
教職員端末が未整備・古い 教職員端末の地方財政措置により促進
効果的な活用事例を発信してほしい 文科省・経産省ホームページでの活用事例に加え、本アンケートで得られた工夫事例を情報発信

（１）アンケート結果の概要
　　（取りまとめ３～ 15 頁参照）
　本アンケートでは、こども（児童生徒）から約 21.7 万件、
大人（教職員、保護者等）から約 4.2 万件と多数の御意
見をいただきました。ここではそれぞれの意見の概要や傾向
について紹介します。

https://www.digital.go.jp/posts/NL3lOB9E
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ア　こども（児童生徒）からの意見
　２つの設問それぞれについて、記入率は小中高いずれも７
割超でしたが、文字数をみると10 文字未満が非常に多く、

「特になし」などの実質未回答が一定割合（特に１つ目の
設問では半数程度）存在しました。
　１問目の、タブレットを使用する上で困っていることについ
ては、学校のネットワークの遅さや操作の困難さ、使用方
法関連が多いです。小学生から中高生となるにつれて具体
的な指摘になるとともに、通信環境関係が多くなる傾向にあ
ります。 　
　２問目の、タブレットをもっと使う上で大切なことについて
は、小学生はルールを守ること、先生の意見を聞くことに関
する意見が、中高生は活用機会の増加や情報リテラシー、
通信環境の整備に関する意見が、それぞれ多い傾向にあり
ました。タブレットを使わない方が良いという意見も一定数
存在するほか、活用の制限については緩和と厳格化の双方
の意見が存在しています。ある分析事業者が、頻出単語を
ワードクラウドで可視化したものが以下です。

• 層別に重みのある単語の違いをワードクラウドで可視化した。

小学生 中学生 高校生

• 大切なこと

• 困っていること （クウジット株式会社成果物から一部抜粋）

２．アンケート結果の分析⑥ ～こどもからの意見（５）～

　以下は、いただいた意見のうち主なものを、分量の都合
上一部抜粋して列記したものです。小学生から高校生まで
と幅広い年齢層ですが、こども達がしっかりと自分の言葉で
意見を伝えており、大人顔負けの問題意識を持っているもの
もあるのがお分かりいただけると思います。

○使用方法
• ルールを守って使う
• 勉強以外に使わない
• 使う時間を決める
• 生徒の意見も聞いた上でルールを決めて欲しい
• 制限がかかりすぎていて学習に使えるサイトが限られている。

• 検索に制限をかける。
• 学校から持ち帰れない。
• 慣れてないから操作が難しい
• 便利なものはどんどん使わせてほしいです。失敗すること

も学びだと思います。失敗する前から禁止にされていて
活用できません。 

• 先生たちの考えはわかるけど、制限をかければいいと言う
わけではないと思う。 

• 少し、私たちのことを信じて、せめて休み時間くらいは、
自由にパソコンが使えるようにしたり、もうちょっと授業で
使う回数を増やしたほうがいいと思います。

• 今は特定の授業で先生たちが許可か指示をした時しか使
えないのでもっと幅広い教科と授業以外の時間でも使用
できるようにして欲しい。 
○端末
• 端末のスペックが低い。
• 重い
• 持ち帰りが難しい 
• 机のスペースを圧迫する
• どんな家庭環境の人でも購入できるようにきちんと支援する。
•1～2 年ごとにタブレットを新しいものに取り替えてほしい
• 公立私立関係なく全生徒にタブレット支給することだと思

います。これからはペーパーレスとか言って何も変わって
いないので具体的なことを国がやってほしいです。 

• 中学校などは町からの支援があるのに対し高校はなかな
かそうはいかないので、公立高校への支援も充実させて
ほしいです。

• タッチペンを使いたい。
○ネットワーク環境
• ネット回線をちゃんとしてほしい。
• 全校生徒が一斉に使っても通信が繋がらないことがないよ

うに通信環境を整える
• 児童にタブレットを配付する前に、全ての家庭でネット環

境を整えるべきだったのではないでしょうか。準備が十分
でないのにタブレットを渡されても、困るだけです。経済
格差によるネット環境の格差をなくしてください。
○学習内容・方法
• 調べ学習を増やす
• 授業のノートやプリントをタブレットで渡したり、宿題を全

部タブレットで送るようにすればいいと思う
• パワーポイントなどを使って発表する機会を増やす。 
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• タブレットを使った意見交流､ 意見発表などを 5 教科など
で使うといいと思います。 

• クラスメイトの考えを知るのはとても良い勉強になると思う
ので、一人一人が考えてそれをみんなと共有することがと
ても大切だと思います。

• プログラミングの授業を積極的に取り入れる
• テストやお便りをペーパーレスにする
• 自宅でのオンラインで授業ができるように、国がオンライ

ン授業を録画して配信したらいいと思う。
• 先生より得意な子供をリーダーにしてみんながマネをする

と上手くなると思う。 
• 先生は一人しかいないから、使い方が分かる子が分から

ない子に教えてあげたり、助け合うことが大切だと思う
• 家庭学習で使えるシステムを作ること 
• 学校のタブレットを家のデバイスにつなげ学校の授業の内

容を家で確認できる機能があるといい
• タブレットの機能を使うことができると言うことで生徒が

困っているときに先生の指導が今よりさらに一人一人に届
き、その単元のわからない事がなくせる、と言うところが
タブレットを使うメリットであり、大切な事と考えています。
○教科書
• 教科書をデジタル化したほうがいいと思う。
• 教科書を電子化し荷物の負担を減らしたりテストなどの結

果からどの部分を重点的に学習すべきかを確認できるア
プリケーションを導入するなど、タブレットの利用での児童
生徒の負担を緩和し勉強効率の上がるようなシステムを
作成して欲しい 
○先生への支援
• 先生方へのサポートや使い方の指導が必要
• 先生方の指導体制の足並みが揃うことできる先生に負担

が偏り、できない先生の技術が向上しない状況を無くす
• 教職員にデジタル機器を有効利用した授業についての研

修を行う。
○健康への影響、情報モラル・リテラシー
• 目が悪くなりそう。 
• 時間を決めて使う
• 情報モラルや情報リテラシーを理解した上で適切に利用

すること。 
• 個人情報を流出させない。 
• 授業や、勉強などに関係のない事を調べないようにする
• 変なサイトに行かないことが大切。 

• タブレットの使い方の説明書のようなものを作成して配布
するなど

• インターネットだけに頼らずに、自分の手でも1 回探して
みること。
○紙との併用
• 紙には紙のいいところがあるし、タブレットにはタブレット

のいいところがある。そのどっちもを有効的に使うこと。 
無理にタブレットでしようとする必要はないと思う。 

• 使わなくていい 
• なんでもタブレットに頼らないように、使った方が良い時は

使う使わなくてもいい場合はタブレットを使わなっかったり
そういう区別することが大切だと思う。
○政府による説明
• 勉強を紙ではなくわざわざタブレットでしなければならない

事について、納得できる理由を広めること。 
• もっとタブレットを使うためには、政府が一丸となって安心

であることを伝えるのが大切だと思う。 
• なんでタブレットを使う必要があるか理由がわからない 
• タブレットを使うことによって、タブレットを使っていない時

と比べ、どのようなところが良くなるのかを説明すること。 
• このタブレットが配られるまでに、どのくらいの税金が使わ

れたかを明確に示す。
○他校との交流
• 他校とのコミュニケーションツールとして使用する。
• 外国人の人とオンラインで話して、もっと色々な国のこと

が知りたい。
• 今は交流出来る場が少ないのでいろんな人と交流出来る

場がタブレットである事が大切だと思います。 
•SDGs のことなど、世界の流れを知るために使えばいいと

思う
○学習コンテンツ
• 家庭学習に使えるコンテンツが無いため、タブレット化が

進んでいないきがするし、家での活用方法がありません。
• 全教科 1 ～ 6 年生まで勉強できるアプリ(e ライブラリな

どなど）。 
• 教材のデータ化 
• デジタル教材を充実させて欲しい。QR コードで動画が見

られるとか、解説が開けるとか。 
• 教科書にもっと QR コードがあれば解説動画を簡単に見

ることができるので、低学年にも簡単に調べ物ができる。
○誰一人取り残されない・新型コロナ対応
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• 家でも保健室でも適応教室でもタブレットを使って教室の
授業をみてもいいようにする事です。 

• 自分は教室に入れない不登校です。週に１時間だけ個別
授業をしていますが、クラスメイトや先生とやりとりは全然
ありません。コロナの休校のときに、オンラインを広げて
いく話が出ていたけれど、自分みたいな生徒は学校でも
使えないし、普段の授業で何をしているかぜんぜんわから
ない。もっとオンラインをうまく使って、自分みたいな生徒
でも何かやりたいと思った。今も思ってる。家のパソコンは、 
自分のじゃないから自由に使えないし。早くオンラインを普
及させて欲しいです。

• 障がいのかたには読み上げ機能で何度も聞くことが出きる
ようにする。

• 学校でタブレットを使うことよりもこれから先、コロナの影
響で休校しなければならない状況になったときのために、
オンライン授業ができるようにすべき。

• コロナで休校になった時でも、リモートで普段と変わらない
授業をすること。いくら休校でも、絶対に学びを止めたくない！ 

• コロナで学校に行けなくなった時や学年集会で、リモート
を活用する。
○教育の在り方
• もっとタブレット普及への体制を整えるべきだと思います。

現在の授業内容や仕組み等は紙を中心にして考えられた
ものです。 タブレットを学校に浸透させるのであれば、そ
ういった根本的な仕組みを紙対応からタブレット対応へ変
換した方が良いのではないでしょうか ( 教師への指導、授
業内容や仕組みの変更 )。

• 全学年の学習の方針を今までは先生による直接の指導が
軸になっていたと思うけど、これからの学習の方針をタブ
レットを主体とした方針に切り替えて組み立てることが大
切だと思う。

イ　大人（教育関係者）からの意見
　大人の回答については、属性としては教職員と保護者の
２つが大多数であり、残りは教育委員会や民間事業者等で
構成されています。
　１問目の学習者（児童生徒）について感じる課題につい
ては、選択式のうち特に多かった回答は、「学習以外の用
途に利用してしまう」「情報モラルが不足している」でした。
属性別でみると、教職員はネットワーク環境や指導方法に
関する課題を感じている一方、保護者は学習以外の目的で

のタブレット利用に対する懸念を抱いていることが分かりまし
た。具体的には、頻出単語で比較すると、教職員の特徴と
して「環境」「指導」という単語が多く見られ、環境整備
の課題、指導方法に関する 課題があると考えられる一方で、
保護者からの回答には「YouTube」という単語が見受け
られ、「YouTube を見てしまう」などの回答が見られました。
また、「心配」という単語が抽出されており、何らかの不安
を感じていることが考えられます。
　２問目の教職員について感じる課題については、教職員と
保護者で共通する単語として「負担」や「操作」が見受
けられ、教員に対して「負担」が発生していると考えられま
す。また「操作」に関しても課題があると見受けられます。
他方、教職員の約６割からリテラシーの高い特定の教職員
に業務負担が偏る こと、約５割から担当教科での ICT の
効果的な活用方法が分からないこと、約４割から教職員向け
の ICT 環境が整備されていないことへの懸念が示されてい
ます。また、自由記述では教職員特有の回答の特徴として
「研修」が見受けられ、 「研修」が必要とされていると推
測されます。なお、保護者からは、「特になし」という回答
が選択式で多かったところ、自由記述の中には、そもそも学
校で何が行われているかの情報共有がないため判断できな
い、といったものもあったため、慎重な解釈が必要であると
思われます。また、自由記述では、保護者特有の回答とし
て「差」という単語が見受けられ、「教員の ICTリテラシー
の差」や「ネットワーク環境の差」などを懸念する意見が
多かったように見受けられます。

２．アンケート結果の分析⑧ ～大人からの意見（２）～
 教職員について感じる課題については、教職員の約６割からリテラシーの高い特定の教職員に業務負担が偏る
こと、約５割から担当教科でのICTの効果的な活用方法が分からないこと、約４割から教職員向けのICT環境
が整備されていないことへの懸念が示されている。また、自由記述ではICT研修の必要性が多く回答されている。

（Findability Sciences成果物から一部抜粋）

立場/年代 個数 リテラシー ICT整備 ICT活用 操作 その他 特になし
教職員 21059 59.4% 38.1% 48.9% 36.5% 7.8% 5.1%

30代以下 9717 60.8% 40.5% 49.5% 31.3% 6.9% 6.1%
40代 4949 60.3% 38.5% 48.3% 38.4% 9.1% 4.8%
50代以上 6393 56.5% 34.4% 48.3% 43.0% 8.1% 4.0%

保護者 19900 23.1% 13.9% 17.6% 7.6% 8.4% 53.3%
30代以下 5002 20.1% 12.3% 15.4% 6.7% 7.3% 59.5%
40代 12532 23.5% 13.8% 17.7% 7.8% 8.6% 52.3%
50代以上 2366 26.9% 17.8% 21.4% 8.8% 9.6% 45.3%

総計 40959 41.7% 26.4% 33.7% 22.5% 8.1% 28.5%

項目 説明
リテラシー リテラシーの高い教員に業務負担が偏る
ICT整備 教職員向けのICT環境が整備されていない
ICT活用 担当教科でのICTの効果的な活用方法が分からない
操作 操作など基本的な使い方が分からない
その他 その他
特になし 特になし

教職員：
- TOP3項目：リテラシー（59%)、ICT活用方法（49％）、ICT整備（38％）
- 教職員の世代におけるバラつきは、操作において30代以下（31％）、50代以上
（43％）が見受けられる

【結果分析】

教職員/保護者で共
通する単語

教職員しかない
単語

保護者しかな
い単語

教員 研修 先生
活用 業務 差
ICT 端末 教育
時間 多い 子ども
使う 担当 生徒
授業 方法 指導
負担 情報 教える
タブレット 職員 課題
教職員 機器 分かる
操作
使用

対応分析頻出単語比較表 全体の傾向/考察

教職員と保護者で共通する単語として「負担」や「操
作」が見受けられ、教員に対して「負担」が発生していると
考えられる。また「操作」に関しても課題があると見受けら
れる。

教職員からの回答の特徴として「研修」が見受けられ、
「研修」が必要とされていると推測される。「多い」という単
語は共通単語で挙げられた「負担」から「負担が多い」と
いう回答もあったが「ICTを活用しない教員が多い」など
の回答もあった。

保護者からの回答としては「差」という単語が見受けら
れ、「教員のICTリテラシーの差」や「ネットワーク環境
の差」などを懸念する意見が多かったように見受けられる。

　３問目の学校その他の関係機関について感じる課題につ
いては、選択式のうち「書類や調査のデジタル化が進んで
いない」という回答が最も多くなりました。自由記述では、
教職員と保護者で共通する単語として「デジタル」や「環
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境」が見受けられ、回答の中に「デジタル化に対し課題を
感じる」という意見や「ネットワーク等を含む環境整備が完
了していない」等の意見がありました。また「紙」という単
語が共通して抽出されており、回答の中に「教育現場にお
ける紙文化を課題に感じる」という意見が見受けられました。
教職員からはタブレット活用推進に当たり、ネットワーク等の
現場の体制が整っていない懸念が、保護者からは、学校全
体の教育方針や連絡手段がデジタル化されておらず電話や
紙ベースである課題が、多く挙げられました。
　最後に、自由記述の教育現場で工夫した事例や政策のア
イデア、必要なサポートについては、教職員は「人材」「時
間」「機会」に関するものが、保護者は「説明」「配慮」
に関する要望が、それぞれ多い傾向にありました。

２．アンケート結果の分析⑩ ～大人からの意見（４）～
 教育現場で工夫した事例や政策のアイデア、必要なサポートについては、教職員は「人材」「時間」「機会」に関す
るものが、保護者は「説明」「配慮」に関する要望が、それぞれ多い傾向。

（クウジット株式会社成果物から一部抜粋）

全体

順位 述語 主格
/目的格 共起頻度

1配置 人材 52
2整備 環境 49
3欲しい サポート 35
4行う 研修 32
5行う サポート 29
6欲しい 人材 29
7行う 授業 25
8ない 意味 24
9必要 サポート 19

10感ずる 必要 18
11大きい 負担 18
12行う 教育 17
13配置 職員 16
14欲しい 時間 15
15増やす 機会 14
16作る 環境 13
17常駐 人材 13
18つける 予算 12

19整備 ネット
ワーク 12

20増やす 人材 11
21行う 学習 10
22行う 取り組み 10

述語とそれに係る
主語、目的語のパ
ターンの頻度を層
別にランキングし
たもの。

述語項構造解析
の精度を上げるた
めのクレンジング
処理。

１）意味的に同じ
パターンをまとめ
る （※付録１参
照）
例）先生→教員

講師→教員

２）述語項構想の
性能回線の為に
いくつかの前処理
を行った。

例）主語を係り受
け処理で正確に
抽出するため以
下の表現を修正。
「PCの方が速い」
速い：方

↓
「PCが速い」
速い：PC

保護者

順位 述語 主格/
目的格 共起頻度

1ない 意味 12
2整備 環境 12
3行う 教育 10
4感ずる 必要 9
5行う 授業 8
6欲しい サポート 7
7入れる 力 6
8行う サポート 6
9活用 端末 6

10行う 工夫 5
11行う 宿題 5
12増やす 機会 5
13かける 制限 5
14配置 人材 5
15出す 宿題 4
16必要 教育 4
17作る システム 4
18欲しい 説明 4
19行う 対策 4
20欲しい 配慮 4
21増やす 時間 4
22ない 必要 4

教職員

順位 述語 主格/
目的格 共起頻度

1配置 人材 44
2整備 環境 36
3行う 研修 30
4欲しい サポート 28
5欲しい 人材 27
6行う サポート 21
7欲しい 時間 15
8配置 職員 15
9大きい 負担 15

10必要 サポート 14
11行う 授業 14
12つける 予算 11
13常駐 人材 11

14整備 ネット
ワーク 10

15増やす 人材 10
16作る 環境 9
17感ずる 必要 9
18行う 取り組み 8
19増やす 機会 8
20行う 発表 8
21かける 予算 8
22ない 意味 8

学校教育関係者

順位 述語 主格/
目的格 共起頻度

1ない 意味 4
2行う 授業 3
3配置 人材 3
4作る 体制 2
5行う 事 2
6欲しい 場 2
7行う サポート 2
8将来的 仕事 2
9必要 サポート 2

10多い 教員 2
11率直 研修 1
12高める ICT+リテ

ラシー 1
13高い 生徒 1
14作る 仕組み 1
15促進 連携 1
16持つ マインド

セット 1

17費やす マニュア
ル 1

18耐える スペック 1
19減らす 負荷 1
20はかる 改善 1
21高める 流動性 1
22極端 気 1

述語「欲しい」にかかる目的語で要望が分かる。これを起点に主要な意見を発掘する

「工夫」欄の述語項構造解析の結果

35欲しい 機会 6

（２）今後の施策の方向性及び主なご意見に対
　　 する考え方（取りまとめ16～43頁参照）
　上記で紹介させていただいた課題のうち主なものについ
て、学校、家庭、地域といった課題の起こっている場所別
に構造化し、分かりやすく示したのが下記になります。

３．アンケートで明らかになった主な課題 ※ 意見の全てではなく、あくまでも主なものを基に全体像を整理。

ネットワーク回線が遅い

国 地方自治体

学校

家庭
家庭の通信環境
の支援が必要

校務のデジタル化
が進んでいない

家庭との連絡がデジ
タル化されていない 教員のICT研

修が不十分
教職員端末が古い・未整備

GIGAスクール構想の意義・全体戦略や
現場における取組事例の発信が不十分

国の調査・手続のデジタル化が進んでいない

地域

学校現場の意
識改革が必要

災害や感染症、
不登校等の際の
活用が不十分

プログラミング等に長けた地域人材の活用が不十分

国内他地域・海外

オンラインで他校や外国と交流できる機会が不十分

端末の持ち帰りが
認められていない

効果的な活用
事例が不足

情報モラルやリ
テラシーが不足

授業内外での活用が不
十分、フィルタリングで調
べたいサイトが見られない

端末のスペックが低い、
補償の問題、数年後
の端末の方針が欠如

一部の教員に負担が
集中、専門人材によ
るサポートが不十分

教育委員会の意識改革が必要

デジタル教科書の導入が不十分健康への配慮
が不十分

教職員体制の
充実が必要

学ぶコンテンツが不十分
家庭学習で使えるシス
テム・ツールが不十分

　その上で、こうした課題について政府全体としてどのよう
に取り組んでいくのかを、本アンケートも踏まえた新規施策、
拡充施策などを明示しながら明らかにしたのが下記になります

（いずれも令和３年９月３日時点の記載）。
　主なものとしては、まず、学校に関連する課題への対
応として、例えば、デジタル教科書の更なる普及促進や、
GIGA スクールサポーターを本部化し組織的・安定的な支援
体制を整備するための経費、小学校の 35 人以下学級の推
進や支援スタッフ等に係る経費、更なる教師の ICT 活用指
導力向上に向けた取組について、文科省において令和４年度
概算要求を行いました、また、文科省において、１人１台端
末の利活用に関するこれまでの主な留意事項を整理するとと
もに、更なる利活用を促す事務連絡を発出するとともに、デ
ジタル庁においても、アンケートで得られた工夫事例や関係
大臣共同メッセージ（下記）を取りまとめ、発信しました。
　また、家庭に関連する課題への対応として、例えば、文
科省において、家庭への持ち帰りを含め、１人１台端末の円
滑な利活用の促進に向けて学校現場や保護者が留意すべき
事項等をまとめたガイドラインを今後可能な限り早期に策定
するとともに、低所得世帯や特別支援教育等を対象にした
支援策における通信費相当額の単価増額や、学校や家庭
で使えるオンライン学習システム「MEXCBT」 の機能改
善・拡充に係る経費を令和４年度概算要求しました。デジタ
ル庁において、準公共分野の１つとして、教育のデジタル化・
データ連携に向けた環境整備を令和４年度概算要求すると
ともに、経産省においても、探究学習のオンラインコンテン
ツを掲載するSTEAMライブラリを更に充実させるとともに、
EdTech ツールの実証・普及のための経費を令和４年度概
算要求しました。

３．国の施策の方向性① ※ 詳細については、「４．５．主な御意見に対する考え方」を参照。

不具合等に関する情報
を収集・分析するととも
に、その課題解決方法
も含めて情報提供

国 地方自治体

学校

家庭

低所得世帯等への家庭
の通信費支援の増額

校務効率化の事
例を紹介

事例展開等により
ペーパーレス化推進 更なる教師

のICT活用
指導力向上
に向けた取
組をR4要求

教職員端末の地方財政措置

関係大臣共同メッセージの発出
教育データ利活用ロードマップ（仮称）策定
デジタル庁Webで教育関連情報を双方向で共有

文科省が行う調査等のオン
ライン化の推進をR4要求

地域

災害や感染症、不
登校等での活用事
例を収集・発信

特別免許状制度やコミュニティ・スクールと地域学校協働活
動の推進に加え、地域ICTクラブのネットワーク化等を推進

国内他地域・海外

オンラインでの他校や外国との交流の事例を収集、横展開

教育のデジタル化・データ連携に
向けた環境整備をR4要求
探究学習のオンラインコンテンツを
掲載するSTEAMライブラリの充実

持ち帰り等のガイ
ドラインを可能な
限り早期に策定

アンケートで得られ
た工夫事例を発信

情報モラルの普及啓
発資料作成・周知

更なる活用を促
す事務連絡発
出、事例の発信

予備機の地方財政
措置、将来の端末の
方針を今後検討

GIGAスクールサポーターを
本部化し組織的・安定的な
支援体制整備をR4要求

関係大臣共同メッセー
ジの発出

デジタル教科書の更なる普及促進をR4要求オンライン学習で使えるシステム
「MEXCBT」の機能改善やEdTech
ツールの実証・普及をR4要求

視力に関する調査
結果を踏まえ、更
なる対応を検討

小学校の35人学級、支援
スタッフ等の経費をR4要求

新規
新規・拡充

新規

拡充

新規

拡充

拡充

拡充

拡充 新規

関係大臣共同メッセー
ジの発出

新規

新規

拡充

拡充

　最後に、国に関連する課題への対応として、デジタル庁
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及び関係省庁において、学校内外のデータの将来的な連携
も見据えた教育データの蓄積・流通の仕組みの構築に向け
て、目指すべき姿やその実現に向けて必要な措置を盛り込
んだロードマップを年内を目途に提示するとともに、文科省
において、文科省が行う調査等のオンライン化の推進に係
る経費を令和４年度概算要求しました。
　また、今回、約 26 万件と、想像以上に多くの御意見を
教育関係者の皆様から頂戴したことも踏まえ、改めて感謝と
今後の施策の方向性を示すべく、デジタル庁及び関係省庁
で共同して大臣メッセージを公表・発信しました。

小中高生の皆さんへ、アンケートへの協力のお礼

【皆さんからいただいた主な意見への回答はこちら】

７月に、皆さんが学校で使っているタブレットやパソコン
に関するアンケートをさせていただき、実に約21万７千人も
の児童生徒の皆さんから意見をいただきました。回答してく
れた皆さん、本当にありがとうございました。

URL：https://www.digital.go.jp/posts/NL3lOB9E

しょうちゅうこうせい

いただいた意見の中には、例えば、「ネット回線が遅
い」「タブレットをもっと色んな授業で活用したい」「学
校から持ち帰れない」「教科書をデジタル化したほうがい
い」といったものが多くありました。国としてもしっかりと
受け止め、取組を進めていきます。その他の主な意見への考
え方については、以下から見ていただければ嬉しいです。

令和３年（2021年）９月３日
デジタル大臣 平井 卓也

総務大臣 武田 良太
文部科学大臣 萩生田光一
経済産業大臣 梶山 弘志

先生や友達とのリアルな触れ合いも大切にしながら、こう
したデジタル機器を使って、皆さん１人ひとりが未来を切り
拓く力を身につけられるよう、また、今のような非常時でも
学び続けることができるよう、国として全力で取り組みます。
デジタル社会の中で、皆さんが豊かなアイデアを持ち、いろ
いろな場所で活躍することを心から願っています。

みな きょうりょく れい

がつ みな がっこう つか

かん じつ やく まん せんにん

じどうせいと みな いけん かいとう

みな ほんとう

いけん たと かいせん おそ

いろ じゅぎょう かつよう がっ

こう も かえ きょうかしょ か

おお くに

う と とりくみ すす た おも いけん かんが

かた いか み うれ

せんせい ともだち ふ あ たいせつ

きき つか みな ひとり みらい き

ひら ちから み いま ひじょうじ

まな つづ くに ぜんりょく と く

しゃかい なか みな ゆた も

ばしょ かつやく こころ ねが

れいわ ねん ねん がつ か

だいじん ひらい たくや

そうむだいじん たけだ りょうた

もんぶかがくだいじん はぎうだ こういち

けいざいさんぎょうだいじん かじやま ひろし

みな おも いけん かいとう

ここの19
ページから
にあります。

GIGAスクールアンケートへの協力の御礼と今後の施策について 
（関係大臣共同メッセージ）  

本年７月に、GIGA スクール構想に関するアンケートを児童生徒、教職員、保護者等の教
育関係者の皆様に実施させていただき、実に児童生徒から約 21.7 万件、大人から約４.2
万件もの御意見をいただきました。お忙しい中、協力くださった方々には厚く御礼申し上げます。  
９月１日のデジタル庁の設置も契機として、教育のデジタル化を政府一丸となって強力に進

めていきますが、その目的は、デジタルを手段として、加速度的に変化する社会の創り手となる
子供達の可能性を解き放ち、多様な子供達一人一人のニーズに合った教育を提供すること
です。また、現下の新型コロナウイルス感染症の感染拡大の局面において、ICT を活用した遠
隔・オンライン教育は、「非常時にあっても子供達の学びを止めない」ために極めて重要です。  
今回、教職員の皆様からは、学校のネットワーク環境や教職員の ICT活用のサポート、教

職員端末、活用事例の発信等について多くの御意見をいただきました。特に、ICT に詳しい先
生が他の先生方などからの問合せを一手に受け、負担になっているという切実な声については、
文科省において「GIGA スクール運営支援センター整備事業」として、学校現場に対する組織
的な支援体制の構築に向けた予算を概算要求しています。また、総務省において条件不利地
域のネットワーク環境の整備を促進しています。さらに、活用事例については文科省「StuDX 
Style」や経産省「未来の教室」ホームページに加え、今回のアンケートで得られた工夫事例を
デジタル庁ウェブサイトで公表しておりますので、是非御参考にしていただければ幸いです。  
また、保護者の皆様からは、児童生徒の情報モラルや端末の持ち帰り、家庭との連絡のデ

ジタル化等について多くの御意見を頂きました。今後、文科省において、端末の持ち帰りも含め、
１人１台端末の円滑な利活用の促進に向けて学校現場や保護者が留意すべき事項等をま
とめたガイドライン等を、可能な限り早期に取りまとめて公表します。また、文科省や総務省に
おいて、児童生徒の情報活用能力やインターネット・リテラシーに関する調査結果も踏まえ、情
報モラルやリテラシー向上に取り組みます。 
その他の皆様からも、環境整備から授業内外での活用、学習コンテンツ、意識改革に至る

まで、様々な御意見をいただきました。特に、まずは国がデジタル化について範を示すべきという
点については全く仰るとおりであり、危機感を持ち、「隗より始めよ」の精神で取り組みます。  
これらを含めた今後の施策の方向性や主な御意見への考え方等については、デジタル庁ウェ

ブサイトで掲載しておりますが、全ての課題が一斉に解決できる訳ではなく、学校のネットワーク
環境の更なる改善や教職員端末の整備・更新をはじめ、引き続き検討を重ねるべき事項もあ
ります。これらについては、関係省庁が「ワンチーム」となって、教育関係者の皆様の声も聴きな
がら粘り強く検討を重ね、皆様からの真摯な声にしっかりと応えていきたいと考えております。 
子供達一人一人のニーズに合った教育の実現や非常時における学びの保障には、教職員や

保護者のみならず、各自治体、民間事業者など幅広い関係者による、ハード・ソフト・人材一
体となった環境整備が不可欠です。これからも、より一層の御協力を心からお願い申し上げます。 

 
令和３年（2021年）９月３日 

デジタル大臣  平井  卓也 
総務大臣  武田  良太 

文部科学大臣  萩生田 光一 
経済産業大臣  梶山  弘志 

　この他、主な御意見への回答を、関係省庁とも調整し、

例えば下記のように、なるべく丁寧に記載させていただきま
した。これは、現時点において対応が困難なものもあります
が、それについても、どうして困難なのか、どう検討してい
くのか、といった説明責任を果たすことが重要であるという
考えによるものです。

 本アンケートで関係者から頂いた御意見のうち、主なものについて、政府としての考え方を整理。
 デジタル庁の掲げる「オープン・透明」の原則に則り、対応が困難な部分を含め、可能な限り詳細に考え方を説明。

４．主な御意見に対する考え方 ーこども①ー

＜こどもからの意見＞ ※主な意見について抜粋・簡略化した上で、国としての考え方を記載。

意見内容 国としての考え方

・ルールを守って使う
・勉強以外に使わない
・使う時間を決める
・生徒の意見も聞いた上でルールを決
めて欲しい

例えば、先生が一方的にルールを決めるのではなく、子供達と一緒に考えながら、なぜルールが必要なのか、どのような
ルールが必要なのかを中心に話合いを行った事例がこのアンケートの結果や文科省ホームページであり、こうしたことを
お知らせしていきます。また、国で、配られたタブレットやPCがもっと活用できるように、学校や保護者が留意することを
まとめたガイドラインを、できるだけ早く公表します。

・端末のスペックが低い。 皆さんの使っているタブレットやPCのスペックは、国の支援するお金の額や、国が示しているモデルも参考にした上で、
教育委員会が、各地域や学校での活用を想定しながら選定を行っているものです。

・制限がかかりすぎていて学習に使える
サイトが限られている。
・検索に制限をかける。

皆さんの使っているタブレットやPCでどういうサイトを見られるかは、各地域や学校で決めているものですが、国としては
問題の発生を恐れて必要以上に制限をかけるということではなく、むしろ使いながら困ることがあれば解決していくことが
重要だと考えており、こうしたことをこれからもお知らせしていきます。

・調べ学習を増やす タブレットやPCは、検索などの調べ学習に有効に活用できるものであり、このアンケートの結果や文科省ホームページ
から優れた事例をお知らせしていきます。

・学校から持ち帰れない。 皆さんが災害やコロナの時でも学べるようにするためにも、配られたタブレットやPCを持ち帰り、お家での学習でも活用
することは有効です。このため、持ち帰りを安全・安心に行える環境作りに取り組みたいと考えています。
そこで、国で、皆さんがどんな場面で、どの位タブレットやPCを使っているかを把握するための調査を行うとともに、配ら
れたタブレットやPCがもっと活用できるように、学校や保護者が留意することをまとめたガイドラインを、できるだけ早く公
表します。

・ネット回線をちゃんとしてほしい。
・全校生徒が一斉に使っても通信が繋が
らないことがないように通信環境を整える

これまで小学校・中学校・特別支援学校・高等学校における校内ネットワーク環境の整備や電源キャビネットの整備
に支援を行いました。その結果、公立学校においては、今年６月末時点で、98.0％が校内ネットワークを使用できる
状況になっています。また、学校のネットワークが遅い場合には、ネットワークに詳しい専門家によるアセスメントを実施
し、課題を認識することが必要です。そのため、国から教育委員会に、円滑な通信のために必要なネットワーク環境が
あるか確認し、分かった課題に応じて改善を図ることについて、主な解決事例も整理してお知らせしたところです。これ
からも、不具合に関する情報を収集・分析するとともに、その解決方法も含めてお知らせすることで支援していきます。

（３）学校現場における工夫事例
　　（取りまとめ 44 ～ 51 頁参照）
　本アンケートでは、１人１台端末の活用について、関係者
の皆様から様々な工夫事例を回答いただきました。そのうち
主なものを分類し、使い方から個に応じた学び、不登校・
特別支援等、遠隔・オンライン教育、各教科等における活用、
サポート体制に至るまで、８頁にわたって紹介しています。
　デジタル技術の活用に当たっては、「スモールステップ」の
考え方で、できることから取り組むことが重要です。他方、単
に紙のプロセスをデジタルに置き換えるだけでなく、デジタルを
踏まえた業務改革（BPR)を行うという視点も必要になります。
　こうした事例も参考に、現場で１人１台端末を含めたデジ
タル技術の活用が一層進むことを期待しております。

・「学習に役立てる」という大原則を確認したのみで細かいルールなど
は設定せず、まずは生徒に自由に使わせてみている。
・ある一定のルールは決めて、あとは、問題が起こった際、その都度生徒と考えて
進めていっている。
・一方的に学校側から決めるのではなく、生徒と共に意見を出し合い、考える機
会を設けている。また、定期的に機会を設け、ルールの見直しや周知徹底につい
ても協議を重ねる計画にしている。
・生徒たちで端末の利用ルールを決めました。
・①「タブレット導入で問題は起きる」と全職員が認識し、あらかじめ「起こるであ
ろう問題にルールを策定して対応する」のではなく、その都度対応していくことで、
生徒が自由に使用でき、能力や可能性を広げられるようにすると決めたこと。
②ICT機器を使用するのが目的ではなく、生徒が思考し、判断し、表現するた
めに使用したり、アプリのドリルで知識や技能を補うために使用するなど、使用目
的を明確にしたこと。
・本校はiPadで導入をしているが、生徒のスキルとモラルに応じて免許更新制度
を導入している。グリーン免許→ブルー免許→ゴールド免許と進むにつれて、
iPadの制限が解除されていくようにしている。2021年3月より導入したが、効果
的な活用となっている。
・モラルに関しては呼びかけていく必要があるため、タブレット利用3ヶ条を作成し、
生徒会で呼びかけを行なった。
・少年補導職員の方に来ていただいて、情報モラルのお話を聞かせていただいた
後、校内でのタブレットの使用をスタートさせた。
・パスワードの扱いや個人情報の秘密保持などモラル教育を重点的に指導した。

 本アンケートで関係者から回答頂いた、現場での工夫事例について主なものを分類して紹介。
※明らかな誤字・脱字や、記載を簡素化する必要がある場合等を除き、記載いただいた内容をそのまま掲載。

 デジタル技術の活用に当たっては、「スモールステップ」の考え方で、できることから取り組むことも重要。他方、単に
紙のプロセスをデジタルに置き換えるだけでなく、デジタルを踏まえた業務改革（BPR)を行うという視点も必要。

 こうした事例も参考に、現場で１人１台端末を含めたデジタル技術の活用が一層進むことを期待。

６．学校現場での工夫事例①

使い方
・「失敗してもいいのでとにかくやってみる」精神で取組んでます。
・教員、児童ともに「まずは使ってみる」を合言葉に取り組んだ。
・一授業に１ICT活動を入れる所から授業に導入すると、ストレスなくICTの
導入が進むと感じた。
・隙間時間やモジュールの形など、短時間でも継続してタブレットを使う時間を
確保するように努めた。
・学校の新しい日課にタブレットタイムを設けた。毎週子供たちはこのタブレット
タイムをとても楽しみにしている。毎週木曜日朝の１５分。
・朝の自習時間や算数科の時間の習熟に、１人１台端末内にある「ドリル
パーク」を使っている。
・一年生 まずは、パスワードを打ち込み、絵を描くことから始めました。
・1ヶ月くらい期間を設けて、Googleスライドを用いて、1人1ヶ所 遠足として
行きたいところプレゼンを作らせると、スライドを始めて使ったにも関わらず自分
で学び、休み時間でもスライドをつくっているようになり、少しずつ学習に向けた
使い方になった
・ロイロノートの活用研修を実施するだけでなく、実際に授業に入って、ロイロ
ノートを使うことをしました。カードに「 朝ごはんは何食べた？」と書き込み、児
童に送信し、そのカードに書き込み、提出して比較するということをしました。簡
単なことからでも始めてみることが大切だと思います。
・オンライン授業が可能かどうか、各家庭のネットワーク環境、個々の操作力を
試すために、帰りの会を自宅にて全校一斉に自宅から行いました。課題が先
生方は見えたのではないかと思います。生徒にとってももしオンライン授業に急
になった場合のイメージが出来たので有意義な時間だったと思います。

スモールステップ

※写真の出典： GIGAスクール構想のもとでの各教科等の指導について【概要】（https://www.mext.go.jp/content/20210713-mxt_kyoiku01-000016371.pdf）
文科省特設サイト「StuDX Style」（ https://www.mext.go.jp/studxstyle/）等（次頁以降も同じ）

※写真やイラストは、あくまでも各事例のイメージであり、また一部を加工して使用しているものがあります。
（次頁以降も同じ）
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4 その後の施策動向

　取りまとめがなされた昨年９月３日以降、関係省庁におけ
る施策動向として、まず、文科省の令和３年度補正予算に
おいて、支援の加速による GIGA の実装として、以下が計
上されました。

（１）学校の運用支援、教師のサポート（52 億円）：学校
への支援をワンストップで担う「GIGA スクール運営
支援センター」を各都道府県等に緊急整備、全国一
斉に学校ネットワークの点検・ 応急対応の実施

（２）教室環境の改善（84 億円）：子供だけでなく教師にも
１人１台端末を整備するとともに、高機能なカメラやマ
イク、大型提示装置など遠隔授業実施環境の高度化
の支援

（３）デジタル教科書の活用や配信基盤の整備（65 億円）：
全ての小中学校等でデジタル教科書の活用を可能に
するとともに、デジタル教科書や連携するデジタル教
材等がよりスムーズに活用できるよう、 実際の使用状
況を踏まえた課題解決や配信方法等の検証の実施

　また、デジタル社会形成基本法等に基づき、令和３年 12
月 24 日に閣議決定された、「デジタル社会の実現に向けた
重点計画」においては、本アンケートの結果や取りまとめも
踏まえ、「GIGA スクール構想によって義務教育段階の１人
１台端末環境は整った一方で、令和３年（2021年）７月に
実施した教育関係者へのアンケートでは、ネットワーク環境
や教職員端末の整備・更新、教職員の ICT 活用サポート
人材、情報モラルやリテラシーの不足、持ち帰りを含めた
授業内外での活用の促進、校務及び家庭との連絡のデジタ
ル化など、多方面における課題について約 26 万件の声が
寄せられた」とした上で、施策として以下の記載がなされま
した。今後、本計画に基づき、政府全体として、着実に施
策を実行していくことが重要です。
• 学校のネットワーク環境について全国一斉にネットワーク

環境の点検・応急対応を実施し、学校を取り巻く地域的
な要因を含め、原因に応じた解決を図る。

• 教職員端末については、「教育の ICT 化に向けた環境
整備５か年計画」（平成 30 年度～令和４年度（2018 年
度～ 2022 年度））に基づき、地方財政措置が講じられ
ているところであるが、授業用端末の整備については必

ずしも十分ではなく、地域間でも差があることから整備を
支援するとともに、次期教育 ICT 環境整備計画において
も引き続き必要な地方財政措置を講じる。

• 端末の持ち帰りも含め、安全・安心に端末を取り扱う方
法等に関するガイドラインを速やかに策定・公表し、保護
者への周知を始め更なる利活用を促進するとともに、令
和４年度（2022 年度）以降、更に実態や現場の声を踏
まえ改善を図る。

• 高等学校段階の１人１台端末については、新型コロナウイ
ルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用も含め、各
都道府県における整備状況を国としてフォローアップし、
必要な取組を促す。

• 児童生徒の１人１台端末の将来の在り方について令和４年
度（2022 年度）末までに関係府省庁で検討し、令和５
年度（2023 年度）以降、端末の利活用等の実態や現
場の声も踏まえ、必要な措置を講ずる。

• 希望する全国の学校で活用が進んでいる、学習診断等
ができる CBT プラットフォーム（MEXCBT）について、
更なる機能改善や活用促進を行うとともに、他のシステム
とも連携し効果的な分析・研究をすることで、政策・実
践の改善に取り組む。

• EdTech の活用により学習スタイルの転換を進めたい学
校等に対し、学校等に費用負担が生じない形で EdTech
サービスを試験導入する事業者への支援を行う。

• デジタルを活用した家庭との円滑なコミュニケーションを含
めた校務のデジタル化の推進に向けて、実態の把握を行
いつつ、専門家の知見も踏まえて令和４年度（2022 年度）
中に検討し、その結果に基づき必要な施策を実施する。

5 おわりに

　今回は、デジタル庁と教育との関わりの具体的な事例の１
つとして、GIGA スクール構想に関する教育関係者へのア
ンケートについて紹介しました。
　本アンケートでは、教育の一番の当事者であるこども達か
ら、約 21.7 万件もの声を寄せていただきました。デジタル
改革においては、UI（User Interface）や UX（User 
Experience）の改善を重要なものとして位置付けておりま
すが、今回は、デジタルの力を使うことで、まさに１人１台
端末のユーザーであるこども達から直接意見を聴き、こども

https://www.mext.go.jp/content/000147433.pdf#66
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20211224_policies_priority_package.pdf
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20211224_policies_priority_package.pdf
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目線から政策を動かしていくという意味で、おそらくあまり政
府として類を見ない取組であったのではないかと考えていま
す。今後、関係省庁においても、機会を捉えて、このよう
にこども達から直接声を聴き、施策の改善に活かす取組を
実施していただきたいと思います。
　また、デジタル庁は教育を含む準公共分野のデジタル化
を重要な施策の１つと位置付けておりますが、準公共分野
のデジタル化は、デジタル庁だけで推進できるものではあり
ません。教育について言えば、文科省をはじめ、総務省、
経産省といった関係省庁があり、こうした関係者との共同プ
ロジェクトとして進めてきました。
　アンケート終了からわずか約１ヶ月で取りまとめや関係大臣
共同メッセージを公表するとともに、年末には重点計画にお
いて施策の方向性としてアンケートで明らかになった課題へ
の対応の方針を示すことが出来たのも、こうした関係省庁の
当事者意識とコミットメントによるところが非常に大きく、この
場を借りて改めて感謝の意を表したいと思います。
　次回は、具体的なプロジェクトのもう１つとして、教育デー
タの利活用に向けたロードマップについて紹介させていただ
く予定です。
　なお、御心配の声を頂戴しておりますが、政府が、学習
履歴を含めた個人の教育データを一元的に管理することは
全く考えておりません。ロードマップが目指しているのは、学
校や自治体間でばらばらの記載方式になっているデータの形
式を揃えるなどの標準化をすることで、関係機関間での技
術的な相互運用性を確保し、利活用を容易にするというこ
とであり、そうした利活用は、個人情報保護のルールにのっ
とって行われるということは言うまでもありません。デジタル
庁及び関係省庁として、「何のためのデータ利活用か」と
いう具体的なユースケースの創出・発信とあわせ、国が個
人の教育データを一元的に管理するのではなくて、個人情
報保護に配慮した上でのデータ連携によって、学習者が最
適な教育を受けることができる環境整備を行っていくというこ
とを、様々な場を捉まえながら丁寧にご説明を申し上げてま
いりたいと考えております。今後とも、皆様の声を伺いながら、
柔軟に見直しを行いつつ、着実に施策を進めてまいります。
詳細は、こちらの URL（ハイパーリンク）からご覧ください。

（デジタル庁国民向けサービスグループ教育担当　横田洋和）

https://www.digital.go.jp/posts/a5F_DVWd
https://www.digital.go.jp/posts/a5F_DVWd
https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/digital/20220107_news_education_03.pdf

